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事務局 

ヒアリング参考資料 

参考資料 制ＷＧ６－１ 



○ 今回の意見提出者からのヒアリングについて 
 
○ 海上無線通信の高度利用について 
 
○ 登録検査等事業者制度及び無線設備の基準認証 
  制度について 
 
○ 地域ＢＷＡについて 
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○ 今回の意見提出者からのヒアリングについて 
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課 題 

４ 新たな無線システム等の導入・普及に向けた制度上の課題を解決するための方策  
５ 電波の監理・監督に関する規律やその在り方 
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４ 新たな無線システム等の導入・普及に向けた制度上の課題を解決するための方策 

 進展する技術革新や国際的な周波数調整等を踏まえ、2020年に向けて新たな無線
システムを導入・普及させるための制度上の課題や解決するための方策は何か。例え
ば、以下についてどう考えるか。   

  ・ センサーネットワークや無人航空機（ドローン）、新たな衛星通信システム等を迅 
   速に導入させるための制度の在り方 

  ・ ワイヤレス電力伝送システムやNFC（近距離無線通信）等の市場展開を加速させ 
   るための制度上の方策  等 
 
５ 電波の監理・監督に関する規律やその在り方 

 新たなシステムの普及や、無線通信ネットワークが国民生活にとって不可欠なものと
なることに伴い、電波利用環境の保護等のために必要となる規律やその在り方はどうあ
るべきか。例えば、以下についてどう考えるか。  

  ・ 技術基準への適合性を適切に審査するための無線局の検査制度の在り方   

  ・ 移動通信システムの無線局を適切に監理するための開設計画認定制度の在り方   

   等 



４ 新たな無線システム等の導入・普及に向けた制度上の課題を解決するための方策  
５ 電波の監理・監督に関する規律やその在り方 
 

4 

課題に対する論点項目（案） 

① 免許制度関係 

 

② 開設計画認定制度関係 

 

③ 周波数調整・共用・再編関係 

 

④ 地域BWA関係 

 

⑤ 検査制度関係 

 

⑥ 技術基準・測定方法関係 

 

⑦ 高周波利用設備に適用される制度関係 

 

⑧ その他 



○ 海上無線通信の高度利用について 
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国際ＶＨＦ機器とは 

 海上において、船舶の安全のために使用する国際的な無線機。使用周波数は全世界で共通に使用できるようＩＴ
Ｕ－Ｒ（無線国際会議）のＲＲ(無線通信規則）で、無線機の規格はＳＯＬＡＳ条約で定められている。また、ＳＯＬＡ

Ｓ条約に準拠して１００トン以上の船舶には、国際ＶＨＦ機器搭載が義務付けられており（電波法第３３条）、大型船
舶は２５Ｗ出力の大きい固定型の無線機器が搭載されている。一方小型船舶には、小型で携帯型で出力の小さ
い５Ｗの無線機が搭載されているケースが多い。 

国際ＶＨＦの周波数と通信方法 

 国際ＶＨＦの周波数は全部で５４ｃｈ（１ｃｈ－２８ｃｈ、６０ｃｈ－８
８ｃｈ ）あり、遭難、緊急、安全のため使用するチャネル、航路
通信用チャネル（日本では、１１、１４、１８－２２ｃｈなど）、陸上
の無線局（海岸局）と通信するための陸船間専用通信チャネル、
船間同志で通信するチャネルなどが国際的に定められている。 

国際ＶＨＦの用途拡大と周波数変更 

 今般、デジタルデータ通信（ＶＤＥＳ）が陸上で飛躍的に発展している状況から、海上においてもデジタル通信
を可能とするシステムを導入すべきとの各国の要請があり、ＶＤＥＳの導入が平成２７年１１月のＷＲＣ（世界無
線通信会議）で決定された。これに伴い、条約加盟国は平成３１年１月１日までにＶＤＥＳを導入できるよう環境
を整えることが求められている。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

9 （参考１）国際ＶＨＦの周波数表 





○ 登録検査等事業者制度及び無線設備の基準認証 
  制度について 
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登録検査等事業者数の推移

※ （ ） 内は、点検及び判定を行う事業者数の再掲  

  平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 
平成２７年度 

(12月末) 

北海道 157  (3) 151  (4) 151  (5) 147  (5) 147  (7) 

東北 201  (2) 203  (2) 203  (3) 192  (3) 193  (5) 

関東 387  (13) 388  (27) 389  (32) 400  (35) 400  (39) 

信越 74  (1) 76  (1) 74  (1) 70  (1) 70  (1) 

北陸 67  (4) 67  (4) 67  (3) 67  (3) 65  (3) 

東海 166  (0) 166  (8) 167  (8) 165  (9) 164  (11) 

近畿 151  (6) 154  (11) 155  (14) 153  (16) 150  (16) 

中国 154  (5) 155  (7) 155  (7) 154  (8) 157  (9) 

四国 117  (4) 118  (6) 120  (7) 121  (9) 115  (9) 

九州 250  (2) 253  (4) 250  (4) 246  (6) 240  (6) 

沖縄 41  (0) 41  (0) 42  (1) 41  (1) 37  (1) 

合計 1,765  (40) 1,772  (74) 1,773  (85) 1,756  (96) 1,738  (107) 
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登録検査等事業者制度に関するアンケート調査の実施 

 登録検査等事業者制度の施行状況を把握するため、平成２７年秋期に、①登録検査

等事業者、②免許人等（業界団体を含む）、③各総合通信局（沖縄総合通信事務所を含

む）を対象に調査を実施。 

 

○ 登録検査等事業者制度は、無線局の検査に関して、総務省に登録することにより、

対象の無線設備の検査又は点検を事業として行うことができる制度。 

○ 平成23年の電波法改正により、同年６月30日から登録点検事業者制度から登録検

査等事業者制度に移行。 

✓ 従来の「点検」の事業に、定期検査時の「検査」（点検結果の法令適合性の判定）を

行う事業を追加。 

✓ 検査までの事業を行う登録検査等事業者は、5年毎の更新が必要。 

✓ 施行後５年以内に規定の実施状況について検討を加える旨が、同改正法の附則において

規定。 
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登録検査等事業者制度に係る調査結果 2/2 

 登録検査等事業者へのアンケートの他、免許人等（主たる団体）及び実際に指導監督する地方総合通信局から
出された主な意見は次の通りであった。 

① 手続きの電子化 

② 新設・変更検査における判定業務の追加 

③ 測定器の較正期間の延長 

④ 登録検査等事業者の登録要件の厳格化（質の低下を防ぐため） 

⑤ 点検結果通知書の記載方法の明確化 

① 手続きの電子申請化、様式の統一、情報提供の充実 

② 検査対象局の拡大（一方で、拡大不要との意見もあり） 

③ 定期検査は、改正前のとおり国が判定を行うことにすべき 

④ 測定器の較正期間の延長 

⑤ 点検員等の資格要件の緩和（下位資格） 

⑥ 電波法令等について、事業者（点検員等）へ講習・訓練の実施 

【登録検査等事業者からの意見】 ※553事業者（アンケートにより調査） 

【免許人等からの意見】 ※携帯、船舶及び航空関連の免許人及び団体 

【総合通信局（沖縄を含む）からの意見】 

① 登録・更新等の様式、記載例のHP掲載の充実 

② 測定器の較正期間の延長 

③ 較正証明書等の保存の義務化 

④ 電波法令等について、事業者（点検員等）へ講習・訓練の実施 

⑤ 点検結果通知書への測定データ（証拠となるデータ）添付の義務化・明確化 
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登録検査等事業者制度立入検査の実施状況 

○電波法第２８条の８に基づく、登録検査等事業者への立入検査（通常検査）は、平成２３年度からの過去約５年
間で７７３件。平成２６年度末の登録事業者数は１，７３８事業者の７７３事業者（約45％）において、立入検査を
実施した。 

  

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 
平成２７年度 

(12月末) 
計 

【不適切事案 
有りの事業者数】 
（H23.6～H27.12） 
※全て点検事業者 

北海道 2 (0) 12 (0) 20 (1) 26 (0) 21 (0) 81  (1) 2  ［2%］ 

東北 2 (0) 2 (0) 2 (0) 30 (0) 31 (2) 67  (2) 9  ［13%］ 

関東 15 (0) 15 (1) 20 (0) 27 (10) 20 (5) 97  (16) 2  ［2%］ 

信越 1 (0) 1 (0) 2 (0) 5 (0) 8 (0) 17  (0) 2  ［12%］ 

北陸 1 (0) 7 (1) 9 (0) 14 (1) 13 (0) 44  (2) 4  ［9%］ 

東海 5 (0) 10 (1) 5 (1) 23 (1) 21 (1) 64  (4) 0  ［0%］ 

近畿 1 (0) 8 (0) 15 (5) 36 (5) 31 (3) 91  (13) 16  ［18%］ 

中国 2 (0) 2 (0) 15 (2) 27 (2) 24 (2) 70  (6) 6  ［9%］ 

四国 10 (0) 4 (0) 20 (2) 21 (3) 17 (0) 72  (5) 12  ［17%］ 

九州 2 (0) 28 (0) 40 (0) 43 (0) 37 (4) 150  (4) 44  ［29%］ 

沖縄 1 (0) 3 (0) 4 (0) 7 (0) 5 (1) 20  (1) 0  ［0%］ 

計 42  (0) 92  (3) 152  (11) 259  (22) 228  (18) 773  (54) 97  (13%) 

※ （ ） 内は、点検及び判定を行う事業者数の再掲  
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○ 地域ＢＷＡについて 
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